
（厚生労働省ホームページ）0

鹿児島県地域医療構想（平成28年11月）

○地域医療構想とは
・ 2025年における地域の医療提供体制のあるべき姿を示したもの
（医療需要と必要病床数を病床機能区分ごとに示したもの）

・ その実現に向けた施策を定めたもの

○地域医療構想の位置づけ
・鹿児島県保健医療計画の一部

○地域医療構想の内容
① 構想区域（＝二次医療圏）
② 構想区域における将来の病床の機能区分ごとの必要量（必要病床数）
③ 構想区域における在宅医療等の必要量
④ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化及び連携の推進に関する事項
（地域医療構想推進のための施策の方向性）

（鹿児島県地域医療構想 p3）
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曽於保健医療圏

（国立社会保障・人口問題研究所
「日本の地域別将来推計人口」

(H30.3 月)）

人口・年代別人口
の推移

（曽於保健医療圏地域医療連携
計画 p182）
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（厚生労働省
[地域医療構想策定支援ツール]
患者住所地(2013年は医療機関所在地)

ベース)）

入院医療需要 ・
主な疾病別医療需要

の推移

（鹿児島県地域医療構想 p77）

曽於保健医療圏
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肝属保健医療圏

（国立社会保障・人口問題研究所
「日本の地域別将来推計人口」

(H30.3 月)）

人口・年代別人口
の推移

4

22 20 19 17 16 14 13 

85 77 69 64 60 55 50 

21 23 
22 

20 16 16 16 

29 28 
29 

31 
31 30 28 

157 
149 140 

131 123 
115 106 

0

50

100

150

200

250

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

(千人) ７５歳以上

６５歳～７４歳

１５～６４歳

０～１４歳

103.8%

95.1%

89.1%

総人口

67.9%

100.7%
99.2%

75歳以上

65歳以上

83.8%

60%

65%

70%

75%

80%

85%

90%

95%

100%

105%

110%

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年
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計画 p195）

（厚生労働省
[地域医療構想策定支援ツール]
患者住所地(2013年は医療機関所在地)

ベース)）

（鹿児島県地域医療構想 p85）

肝属保健医療圏

入院医療需要・
主な疾病別医療需要

の推移
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2025（平成37）年における病床の必要量

2030（平成42）年における慢性期病床の必要量

（厚生労働省 [地域医療構想策定支援ツール]）

※ 将来必要とされる医療需要を把握し，不足する医療機能について今後どのように対応していくかを
考えていくための目安であり，病床数の削減を意味するものではない。

※ 慢性期病床の減少率見込みが全国中央値より急激な場合，目標年次を2030年に先延ばして設定可

（鹿児島県地域医療構想 p78）

構想区域における将来の病床の機能区分ごとの必要量（必要病床数）

（この注釈のみ「鹿児島県地域医療構想」 p31）

6

曽於

2025（平成37）年における病床の必要量

2030（平成42）年における慢性期病床の必要量

（厚生労働省 [地域医療構想策定支援ツール]）

※ 将来必要とされる医療需要を把握し，不足する医療機能について今後どのように対応していくかを
考えていくための目安であり，病床数の削減を意味するものではない。

※ 慢性期病床の減少率見込みが全国中央値より急激な場合，目標年次を2030年に先延ばして設定可

（鹿児島県地域医療構想 p86）

構想区域における将来の病床の機能区分ごとの必要量（必要病床数）

（この注釈のみ「鹿児島県地域医療構想」 p31）
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構想区域別の課題

・ 圏域内の完結率は70％程度であり，入院患者の多くが宮崎県又は肝属医療圏へと流出し
ているため，今後も連携強化が必要

・ 各医療機関の役割分担・連携のあり方を明確化し，不足する回復期機能の充足が必要
・ 市町を中心とした地域包括ケアシステムの構築を推進する中にあって，今後，増加が見込
まれる在宅医療の需要に対応するため，訪問診療や訪問看護等の充実とあわせ，医療
機能内包の施設系サービス等を含めた医療・介護基盤の整備など，在宅医療提供体制の
充実が求められる。

・ 脳卒中，急性心筋梗塞については圏域内で高い割合で対応できている一方，がんについて
は約３割が鹿児島医療圏へ流出しており，今後も地域がん診療連携拠点病院である県民健
康プラザ鹿屋医療センター等を中心に連携強化が必要

・ 各医療機関の役割分担・連携のあり方を明確化し，不足する回復期機能の充足が必要
・ 市町を中心とした地域包括ケアシステムの構築を推進する中にあって，今後，増加が見込
まれる在宅医療の需要に対応するため，訪問診療や訪問看護等の充実とあわせ，医療
機能内包の施設系サービス等を含めた医療・介護基盤の整備など，在宅医療提供体制の
充実が求められる。

〔曽於医療圏〕

〔肝属医療圏〕

（鹿児島県地域医療構想 p83）

（鹿児島県地域医療構想 p91）
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（鹿児島県地域医療構想 p4）

○地域医療構想の推進に向けた取組
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地域医療構想調整会議の開催状況 

年

度 
区分 

開催日 
協議事項 

曽於 肝属 

28 

第１回 H29.2.8（合同） ・地域医療構想の概要の説明 

・圏域の現状等説明 

・地域医療構想調整会議の進め方の説明・協議 

29 

第１回 H29.6.29 H29.7.11 ・構想の推進状況（H28 病床機能報告）の説明

と今後の取組の協議 

・地域医療介護総合確保基金事業補助金の説明 

・医療法７条５項の許可申請（病床の移転・増

設）における事前協議制度の説明 

臨時 H29.6.29 ― ・特例診療所の開設に関する計画の説明と対応

の協議 

第２回 H30.1.16（合同） ・医療計画と介護保険事業計画の整合性の確保

に関する説明 

・病院の開設等に関し調整会議に出席を求める

基準の説明・協議 

・公立病院・公的医療機関の 2025 プランの説

明・協議 

・医療関係者専門部会の設置に係る協議 

第１回 

医療関係者

専門部会

H30.2.28 ― ・専門部会の設置目的等の説明 

・地域医療構想の内容等，調整会議の開催状況

等の説明 

・圏域の現状・課題の説明・協議 

30 

― H30.4.27 

第１回 H30.7.26 H30.8.8 ・医療関係者専門部会開催報告 

・構想の推進状況（H29 病床機能報告）の説明

と今後の取組の協議 

・地域医療介護総合確保基金事業補助金の説明 

・H30 会議の進め方の協議 

・病院の開設等に関し調整会議に出席を求める

基準の協議 

・非稼働病棟を有する医療機関の説明 

臨時 H30.10.30 ― ・地域医療介護総合確保基金事業補助金要望事

業の説明・協議 

第２回 H31.2.27 H31.2.25 ・第１回県調整会議開催結果報告 

・すべての有床医療機関の 2025 年に向けた計画

の取扱い 

・非稼働病棟を有する医療機関の取扱い 
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○ 各医療機関（有床診療所を含む。）は、毎年、病棟単位で、医療機能の「現状」
と「今後の方向」を、自ら１つ選択して、都道府県に報告。
医療機能の名称 医療機能の内容

高度急性期
機能

○ 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、診療密度が特に高い医療を提供する機能
※高度急性期機能に該当すると考えられる病棟の例
救命救急病棟、集中治療室、ハイケアユニット、新生児集中治療室、新生児治療回復室、

小児集中治療室、総合周産期集中治療室であるなど、急性期の患者に対して診療密度が特に
高い医療を提供する病棟

急性期機能 ○ 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、医療を提供する機能

回復期機能
○ 急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能。
○ 特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部骨折等の患者に対し、ＡＤＬの向上や在宅復
帰を目的としたリハビリテーションを集中的に提供する機能（回復期リハビリテーション機能）。

慢性期機能
○ 長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能
○ 長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の意識障害者を含む）、筋ジストロフィー患者
又は難病患者等を入院させる機能

○ 回復期機能については、「リハビリテーションを提供する機能」や「回復期リハビリテーション機能」のみではなく、リ
ハビリテーションを提供していなくても「急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療」を提供している場合には、回
復期機能を選択できる。

○ 地域包括ケア病棟については、当該病棟が主に回復期機能を提供している場合は、回復期機能を選択し、主に急性期機能
を提供している場合は急性期機能を選択するなど、個々の病棟の役割や入院患者の状態に照らして、医療機能を適切に選択
すること。

○ 特定機能病院においても、病棟の機能の選択に当たっては、一律に高度急性期機能を選択するのではなく、個々の病棟の
役割や入院患者の状態に照らして、医療機能を適切に選択すること。

病床機能報告における厚労省の考え

1

厚労省資料

病床機能報告における厚労省の考え

（ある病棟の患者構成イメージ）

病床機能報告においては、病棟が担う医療機能をいずれか１つ選択して報
告することとされているが、実際の病棟には様々な病期の患者が入院してい
ることから、下図のように当該病棟でいずれかの機能のうち最も多くの割合
の患者を報告することを基本とする。

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

各々の病棟については、

として報告することを基本とする。

「回復期機能」

「急性期機能」

「慢性期機能」

「高度急性期機能」

回復期機能の患者

高度急性期機能の患者

慢性期機能の患者

急性期機能の患者

2

厚労省資料
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○ 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、
医療を提供する機能

○ 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、
診療密度が特に高い医療を提供する機能高度急性期機能

回復期機能

慢性期機能 特殊疾患入院医療管理料
特殊疾患病棟入院料
療養病棟入院基本料

救命救急入院料
特定集中治療室管理料
ﾊｲｹｱﾕﾆｯﾄ入院医療管理料
脳卒中ｹｱﾕﾆｯﾄ入院医療管理料
小児特定集中治療室管理料
新生児特定集中治療室管理料
総合周産期特定集中治療室管理料
新生児治療回復室入院管理料急性期機能

※高度急性期機能に該当すると考えられる病棟の例
救命救急病棟、集中治療室、ハイケアユニット、新生児集中治

療室、新生児治療回復室、小児集中治療室、総合周産期集中治療
室であるなど、急性期の患者に対して診療密度が特に高い医療を
提供する病棟

○ 長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能
○ 長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の
意識障害者を含む）、筋ジストロフィー患者又は
難病患者等を入院させる機能

○ 急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療
やリハビリテーションを提供する機能。

○ 特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部
骨折等の患者に対し、ＡＤＬの向上や在宅復帰を
目的としたリハビリテーションを集中的に提供す
る機能（回復期リハビリテーション機能）。

地域包括ケア病棟入院料（※）
※ 地域包括ケア病棟については、当該病棟が
主に回復期機能を提供している場合は、回
復期機能を選択し、主に急性期機能を提供
している場合は急性期機能を選択するなど、
個々の病棟の役割や入院患者の状態に照ら
して、医療機能を適切に選択。

特定入院料等を算定する病棟については、一般的には、次のとおりそれぞれの機能として報告するものとして取り扱う。
その他の一般入院料等を算定する病棟については、各病棟の実態に応じて選択する。

回復期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病棟入院料

病床機能報告における厚労省の考え

3

病床機能報告における厚労省の考え
○ 平成30年度報告から，下表に掲げる高度急性期・急性期に関連する医療を全く提供
していない病棟については，高度急性期及び急性期以外の医療機能の選択を求めてい
る。
カテゴリ 具体的な項目名
分娩 分娩（正常分娩，帝王切開を含む，死産を除く）

幅広い手術
手術（入院外の手術，輸血，輸血管理
料は除く） 全身麻酔の手術 人工心肺を用いた手術

胸腔鏡下手術 腹腔鏡下手術

がん・脳卒中・心筋
梗塞等への治療

悪性腫瘍手術 病理組織標本作製 術中迅速病理組織標本作製
放射線治療 化学療法 がん患者指導管理料イ及びロ
抗悪性腫瘍剤局所持続注入 肝動脈塞栓を伴う抗悪性腫瘍剤肝動脈内注

入 超急性期脳卒中加算
脳血管内手術 経皮的冠動脈形成術 入院精神療法（Ⅰ）
精神科リエゾンチーム加算 認知症ケア加算１ 認知症ケア加算２
精神疾患診療体制加算１及び２ 精神疾患診断治療初回加算（救命救急入院

料）

重症患者への対応

ハイリスク分娩管理加算 ハイリスク妊産婦共同管理料(Ⅱ) 救急搬送診療料
観血的肺動脈圧測定 持続緩徐式血液濾過 大動脈バルーンバンピング法
経皮的循環補助法 補助人工心臓・植込型補助人工心臓 頭蓋内圧時速測定(３時間超)
人工心肺 血漿交換療法 吸着式血液浄化法
血球成分除去療法

救急医療の実施

院内トリアージ実施料 夜間休日救急搬送医学管理料 救急医療管理加算１及び２

在宅患者緊急入院診療加算 救命のための気管内挿管 体表面ペーシング法又は食道ペーシ
ング法

非開胸的心マッサージ カウンターショック 心膜穿刺
食道圧迫止血チューブ挿入法

全身管理
中心静脈注射 呼吸心拍監視 酸素吸入
観血的動脈圧測定(１時間超) ドレーン法，胸腔若しくは腹腔洗浄 人工呼吸（５時間超）
人工腎臓，腹膜灌流 経管栄養・薬剤投与用カテーテル交換法 4
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病床機能報告と必要病床数の推計との関係性のイメージ

病床機能報告と病床の必要量

5

病床機能報告（現状）
どの「医療機能」に該当するかの「定義」を踏まえ、
病棟ごとに医療機関が判断したもの

→地域において医療機関が「表示したい機能」

医療需要（必要病床数）の推計
2013年の個々の患者の受療状況をベースに、

医療資源投入量に沿って機能ごとに区分したもの
→地域における「各病期の患者発生量」

厚労省資料

医療機能の内容

高度
急性期

医療資源投入量：3,000点以上

急性期 医療資源投入量：600 3,000点未満

回復期 ・医療資源投入量：175 600点未満
・回復期リハビリテーション機能病棟
入院料を算定した患者数

慢性期 <一般病床>
障害施設等入院基本料，特殊疾患病
棟入院基本料，特殊疾患入院医療管理
料を算定している患者数
＜療養病床＞
療養病床（回復期リハビリテーショ
ン病棟入院料を算定した患者数を除
く）ー医療区分１の患者数の70%ー
地域差解消分

病床機能報告と病床の必要量
病床機能報告制度 医療需要推計

医療機能の内容

高度
急性期

急性期の患者に対し，状態の早期安
定に向けて，診療密度が特に高い医療
を提供する機能

急性期 急性期の患者に対し，状態の早期安
定化に向けて，医療を提供する機能

回復期 ・ 急性期を経過した患者への在宅復
帰に向けた医療やリハビリテーショ
ンを提供する機能
・ 特に，急性期を経過した脳血管疾
患や大腿骨頚部骨折等の患者に対し，
ＡＤＬの向上や在宅復帰を目的とし
たリハビリテーションを集中的に提
供する機能（回復期リハビリテー
ション機能）

慢性期 ・ 長期にわたり療養が必要な患者を
入院させる機能
・ 長期にわたり療養が必要な重度の
障害者（重度の意識障害者を含む），
筋ジストロフィー患者又は難病患者
等を入院させる機能

定
義
が
異
な
る
定
性
的
で
あ
る
た
め
，
医
療
機
関
の
間
で

解
釈
も
異
な
る
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